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特別清算開始

令和８年（ヒ）第５号
福岡県飯塚市上三緒1番地23
清算株式会社 株式会社こうゆう電気工事
代表清算人 福田 祥子
１ 決定年月日 令和８年10月６日
２ 主文 清算株式会社につき特別清算の開始を
命ずる。

福岡地方裁判所飯塚支部
令和８年（ヒ）第２号
山梨県富士吉田市新西原４丁目７番13号メゾン
レベスール101
清算株式会社 ＭＳ株式会社
代表清算人 渡辺 純三
１ 決定年月日 令和８年10月７日
２ 主文 清算株式会社につき特別清算の開始を
命ずる。

甲府地方裁判所都留支部
令和８年（ヒ）第２０５６号
東京都新宿区西新宿六丁目11番３号Ｄタワー西
新宿１０階
清算株式会社 株式会社リバーサイドホテル
代表清算人 水原 祥吾
１ 決定年月日 令和８年10月８日
２ 主文 清算株式会社につき特別清算の開始を
命ずる。

東京地方裁判所民事第２０部

特別清算終結

令和８年（ヒ）第１００６号
名古屋市熱田区沢上１丁目２番１２号
清算株式会社 株式会社ハウジングアート
１ 決定年月日 令和８年１０月７日
２ 主文 本件特別清算手続を終結する。

名古屋地方裁判所民事第２部
令和７年（ヒ）第１号
香川県観音寺市坂本町五丁目１７番１７号
清算株式会社 新光実業株式会社
１ 決定年月日 令和８年１０月８日
２ 主文 本件特別清算手続を終結する。

高松地方裁判所観音寺支部

特別清算協定認可
令和８年（ヒ）第２０２９号
東京都千代田区神田駿河台３丁目１番地２－

405号
清算株式会社 株式会社バイオマスレジンエン
ジニアリング
代表清算人 神谷雄仁
１ 決定年月日 令和８年10月８日
２ 主文 次の協定を認可する。

協定
１ 協定債権者は、本協定の認可の決定が確定し
たときは、清算株式会社に対し、各協定債権の全
額につき、その債務を免除する。
２ 前項の免除の後、清算株式会社に新たな財産
が発見されたときは、清算株式会社は、これを速
やかに換価し、各協定債権者に対し、換価代金か
ら必要な費用を控除した残額を各協定債権のうち
の元金額の割合に応じて弁済する。この場合にお
いては、各協定債権者が前項の規定により行った
免除は、新たにされた弁済の限度で効力を失うも
のとする。
以 上

東京地方裁判所民事第２０部
令和８年（ヒ）第２０２８号
東京都千代田区神田駿河台３丁目１番地２－

405号
清算株式会社 株式会社バイオマスレジン南魚
沼
代表清算人 神谷雄仁
１ 決定年月日 令和８年10月７日
２ 主文 次の協定を認可する。

協定
１ 協定債権者は、本協定の認可の決定が確定し
たときは、清算株式会社に対し、各協定債権の全
額につき、その債務を免除する。
２ 前項の免除の後、清算株式会社に新たな財産
が発見されたときは、清算株式会社は、これを速
やかに換価し、各協定債権者に対し、換価代金か
ら必要な費用を控除した残額を各協定債権のうち
の元金額の割合に応じて弁済する。この場合にお
いては、各協定債権者が前項の規定により行った
免除は、新たにされた弁済の限度で効力を失うも
のとする。
以 上

東京地方裁判所民事第２０部

令和８年（ヒ）第１００５号
名古屋市名東区社台３丁目１８４番地４
清算株式会社 株式会社五蘊
代表清算人 古賀恵太
１ 決定年月日 令和８年１０月７日
２ 主文 次の協定を認可する。
協定
１ 清算株式会社は、本協定認可決定が確定した
日（以下「本確定日」という。）において清算株
式会社の全ての財産を換価回収した金銭から公租
公課、特別清算手続に必要な費用等を控除した残
額(以下、「弁済原資」という。)がある場合には、
協定債権者らに対し、本確定日から２か月以内に
当該弁済原資をその債権額に応じて按分して支払
う。
２ 前項の支払いがされたときは、清算株式会社
は、協定債権者から、残債務の免除を受ける。
３ なお、本確定日において弁済原資がない場合、
清算株式会社は、協定債権者らに対し、本確定日
から１か月以内に弁済原資がない旨を通知するも
のとし、当該通知が協定債権者らに到達した時点
で残債務の免除を受ける。
４ 清算株式会社の清算結了までに発生する一般
の先取特権その他一般の優先権がある債権、特別
清算の手続のために清算株式会社に対して生じた
債権及び特別清算の手続に関する清算株式会社に
対する費用請求権については、随時に弁済する。
５ 清算株式会社に新たな財産が発見されたとき
は、清算株式会社はこれを速やかに換価し、本件
協定債権者に対し、換価代金から必要な費用を控
除した残額を各弁済対象債権の割合に応じて弁済
する。ただし、割合弁済の結果生じる１円未満の
端数は切り捨てる。この場合において、本件協定
債権者が第２項又は第３項により行った債務の免
除は、割合弁済された金額の限度において効力を
失うものとする。

以上
名古屋地方裁判所民事第２部

再生手続開始

再生計画認可

小規模個人再生による再生手
続開始
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